
山陽小野田市空き家利活用改修補助金交付要綱 

令和３年９月１６日制定 

令和４年４月１日改正 

令和６年４月１日改正 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、山陽小野田市補助金交付規則（平成１７年山陽小野田市

規則第５３号）別表に規定する空き家利活用改修補助金として、市内に存在

する空き家の利活用の促進及び住環境の向上を図ることを目的に、当該空き

家の改修をすることに対し、山陽小野田市空き家利活用改修補助金（以下「補

助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 空き家 次に掲げる全てに該当するものをいう。 

ア 市内に所在し、年間を通して使用実績のない常時無人な状態の建築物

で総床面積の２分の１以上が居住の用に供されていたものであること。 

イ 建築年数が１０年以上経過しているものであること。 

ウ 山陽小野田市空き家バンク実施要綱第６条の規定に基づき山陽小野田

市空き家バンクに登録されているもの又は登録されていたもの（登録中

に売買契約が成立したものに限る。）であること。 

エ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒

区域外にあるもの又は当該区域内にあり建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号）第８０条の３の規定に適合しているものであること。 

オ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に適合したものであること。 

カ 過去にこの補助金の交付を受けていないものであること。 

(2) 施工業者 市内に本店、支店、営業所、事務所等を有する法人又は市内

に住所を有する個人の事業者をいう。 

(3) 改修 空き家の機能又は性能を維持し、又は向上させるため、空き家の

全部又は一部の修繕、補修、模様替え、取替え等を行うことをいう。 



(4) 暴力団 山陽小野田市暴力団排除条例（平成２３年山陽小野田市条例第

１８号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条第１号に規定する暴力

団をいう。 

(5) 暴力団員 暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に

掲げる要件を全て満たす者とする。 

(1) 当該空き家を購入又は賃貸借する契約を締結した個人で、当該契約を締

結した日から１年を経過していないものであること。ただし、災害、病気

等のやむを得ない事情があると市長が認めた場合はこの限りではない。 

(2) ３親等以内の者から購入し、又は賃貸借する空き家でないこと。 

(3) 山陽小野田市税を滞納していないこと。 

(4) 当該年度の３月２０日（山陽小野田市の休日を定める条例（平成１７年

山陽小野田市条例第２号。以下「休日を定める条例」という。）第１条に

掲げる休日の場合は翌開庁日）までに当該空き家に居住する世帯の全員が

当該空き家の所在地を住所として住民登録をし、その世帯の全員又は一部

が３年以上居住すること。 

 (5) 補助対象者を含む当該空き家に居住する全員が暴力団員又は暴力団若

しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

(6) 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者と補助対

象事業に係る契約をしないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、補助対象者が居住の用に供するため、空き家の性能

の維持及び向上に係る改修を施工業者に依頼して行う工事とする。ただし、

次に掲げる工事を除く。 

(1) 補助対象事業に要する費用（消費税及び地方消費税の額を除く。）の合

計が１０万円に満たないもの 

(2) 第９条第１項の規定による交付決定の日より前に、補助対象事業に着手

したもの 

(3) 第１２条に定める期限までに完了報告書の提出ができないもの 



(4) 移動又は取外しが可能な機器又は製品の購入 

(5) 車庫、倉庫等の改修（別棟の場合） 

(6) 改修工事費用以外の費用（設計費、登記費用、仲介手数料、造園及び庭

木の剪定並びに除草等の費用、家財道具の運搬及び処分費等） 

(7) 他の制度に基づく補助金等の交付の対象となるもの 

(8) その他法令等で定める事項に違反するもの 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めたもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、補助対象事業に要する費用（消費税及び地方消費税

の額を除く。）とする。 

（補助金の交付額） 

第６条 補助金の交付額は、補助対象経費とし、予算の範囲内において、別表

に定める額とする。 

（交付の申請） 

第７条 補助対象事業を行う補助対象者は、補助金の交付を受けようとすると

きは、補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）を市

長に提出しなければならない。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 補助対象空き家の売買又は賃貸借契約書の写し 

(2) 補助対象空き家の登記事項証明書の写し 

(3) 補助対象空き家の位置図及び平面図（改修工事箇所を明記） 

(4) 改修工事の施工業者（様式第１号別紙１） 

 (5) 補助対象空き家全体及び改修工事前の改修工事箇所の写真（様式第１号

別紙２） 

(6) 改修工事の見積書（内訳の記載されたもの）の写し 

(7) 改修工事の設計図等の写し   

(8) 申立書 

ア 市税関係（様式第２号） 

イ 業者用暴力団排除関係（様式第３号。確認が必要な場合に限る。） 

(9) 当該空き家への入居前の世帯全員の住民票の写し  



(10) その他市長が必要と認める書類 

（交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定を行う場合において、当該補助金の交付

の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付することができ

る。 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は、第７条の規定による申請があったときは、その内容を審査す

るとともに、必要に応じて現地調査を行い、補助対象事業として適切である

と認めるときは、補助金の交付を決定し、補助対象者に対し、補助金交付決

定通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

２ 市長は、審査及び必要に応じて行う現地調査により、補助金の不交付の決

定をしたときは、補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、補助対象

者に通知するものとする。 

３ 補助対象者が、当該会計年度内において、受けることができる補助金の交

付の決定は、一の補助対象事業に限るものとする。 

（事業の実施） 

第１０条 前条第１項の規定による通知を受けた補助対象者（以下「補助決定

者」という。）は、適切に補助対象事業を実施しなければならない。 

（補助対象事業の変更申請等） 

第１１条 補助決定者は、補助対象事業の内容を変更しようとするときは、市

へ事前相談を行い、当該変更に係る補助金交付変更申請書（様式第６号。以

下「変更申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申請については、第７条第２項の規定を準用する。この

場合において、同項中「次に掲げる書類」とあるのは、「当該変更に係る書

類」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、第１項の変更申請書の提出を受けた場合において、その内容を審

査し、補助金交付の変更を決定したときは、補助金交付変更決定通知書（様

式第７号）により、補助決定者に通知するものとする。 

４ 第４条及び第８条の規定は、前項の規定により補助金交付の変更を決定す

る場合に準用する。 



（完了報告） 

第１２条 補助決定者は、補助対象事業が完了したときは、完了報告書（様式

第８号）に次に掲げる書類を添えて、その完了の日から起算して３０日以内

又は当該年度の２月２８日（休日を定める条例第１条に掲げる休日の場合は

翌開庁日）のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。ただし、

第３号に掲げる書類を上記の日までに提出することが困難な場合は、当該年

度の３月２０日（休日を定める条例第１条に掲げる休日の場合は翌開庁日）

までに市長に提出しなければならない。 

 (1) 補助対象事業に係る施工業者の請負代金請求書（内訳の記載されたもの）

及び領収書の写し（未払いの場合は、支払終了後、領収書が発行されてか

ら１０日以内に領収書の写しを市長に提出） 

(2) 補助対象事業の改修中及び改修後の写真（様式第８号別紙１及び別紙２） 

(3) 当該空き家への入居後の世帯全員の住民票の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の完了報告書の提出を受けた場合において、その内容

を審査するとともに、必要に応じて現地調査を行い、補助対象事業が適切に

実施されたと認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助決定者に

対し、補助金交付確定通知書（様式第９号）により通知するものとする。 

 （是正のための措置） 

第１４条 市長は、前条の規定による審査及び必要に応じて行う現地調査の結

果、補助対象事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に適合しないと認めるときは、当該補助対象事業について、これに適合させ

るための措置を補助決定者に対して指示することができる。 

２ 第１２条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助対象事業につ

いて準用する。この場合において、同条中「２月２８日」とあるのは、「３

月２０日」と読み替えるものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１５条 補助決定者は、第１３条に規定する補助金の額の確定通知を受け、

補助金を請求するときは、補助金請求書（様式第１０号）を市長に提出しな



ければならない。 

２ 補助決定者が、前項の規定により補助金を請求するに当たり、その受領を

業者に委任する場合は、代理受領委任状（様式第１１号）を添えて提出しな

ければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による補助金の請求があったときは、補助決定者又

は業者に対し、補助金を交付するものとする。 

  （補助金の交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2) 第３条に定める補助金の交付対象者に該当しないことが判明したとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は市

長の指示に従わなかったとき。 

(4) その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

２ 前項の規定は、第１３条に規定する補助金の額の確定通知を行った後につ

いても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消したときは、補

助金交付決定取消通知書（様式第１２号）により補助決定者に通知するもの

とする。 

４ 補助金の交付決定を取り消した場合に生じた損害について、市は賠償の責

めを負わないものとする。 

（交付申請の取下げ） 

第１７条 補助決定者は、補助対象事業を中止し、又は廃止するときは、速や

かに補助金交付申請取下げ書（様式第１３号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該補助金の交

付決定を取り消すものとする。 

３ 前条第２項から第４項までの規定は、前２項の場合について準用する。 

（返還命令） 

第１８条 市長は、第１６条の規定により補助金交付決定の全部又は一部を取



り消した場合において、当該取り消しに係る補助金が既に交付されていると

きは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 前項の規定による返還命令は、補助金返還命令書（様式第１４号）により

行うものとする。 

（関係書類の整備等） 

第１９条 補助決定者は、補助対象事業の施工及び経費の収支に関する帳簿そ

の他関係書類を整備し、当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の

翌年度の初日から起算して５年間これを保管しなければならない。 

（報告、検査及び指示） 

第２０条 市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し質問をし、

報告を求め、若しくは補助対象事業の施工に関し必要な指示をし、又は前条

の帳簿その他関係書類を検査することができる。 

２ 市長は、前項の検査等の結果、必要があると認めるときは、補助決定者に

対して必要な措置を講ずるよう指導することができる。 

（関係法令の遵守） 

第２１条 補助決定者は、補助対象事業を実施するに当たり、法令等を遵守す

るとともに、関係機関及び関係部署と十分協議を行いその指示に従わなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定は、補助対象事業が完了した後においても同様とする。 

（雑則） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項

は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表（第６条関係） 



空き家に入居する世帯の状況 補助率 補助金の上限額 

空き家に入居する世帯が

市外から転入する場合 

１５歳未満の者が

いる世帯 
１／２ １００万円 

上記以外の世帯 １／２ ５０万円 

空き家に入居する世帯が

市内に転居する場合 

１５歳未満の者が

いる世帯 
１／３ ５０万円 

上記以外の世帯 １／３ ２５万円 

※補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合、これを切り捨てた額と

する。 

※空き家に入居する世帯の状況において、年齢は交付を申請する年度の４月１

日時点の年齢とする。 

 

 


